
令和７年度12月補正予算の概要

区　　分

令和７年度 令和６年度

補正前 12月補正 12月現計 12月補正 12月現計 

一般会計 1,376,609 7,505 1,384,114 8,620 1,331,820 

特別会計 948,910 △16 948,894 △39 889,804 

企業会計 87,788 616 88,404 531 81,125 

合　　計 2,413,307 8,105 2,421,412 9,112 2,302,749 

当初予算編成後の事情変化により必要となった経費編成方針

＜規　模＞ 　（単位：百万円）

１

Shizuoka Pref.



【一般会計】歳出・歳入の状況

区　　分
令和７年度 令和６年度

補正前 補正額 12月現計 補正額 12月現計

　歳　　出 1,376,609　 7,505　 1,384,114　 8,620　 1,331,820　

義務的経費 658,517　 8,984　 667,501　 9,102　 657,624　

投資的経費 195,462 △1,721　 193,741　 △482　 194,574　

その他の経費 522,630　 242　 522,872　 -　 479,622　

　歳　　入 1,376,609　　　 7,505 1,384,114 8,620 1,331,820

一般財源等 1,032,366 0 1,032,366 0 986,176

特定財源 344,243 7,505 351,748 8,620 345,644

（単位：百万円）

２

Shizuoka Pref.



主要事業

項　目 補正額 主な内容

給 与 改 定 等 9,016
・人事委員会勧告等を踏まえた給与改定

　（月例給：＋3.01％、期末勤勉手当：＋0.05月等）

・給与削減（知事△10％、副知事△７％、管理職手当△５％等）

台 風 1 5 号 に よ る
被 害 へ の 対 応

208
・応急仮設住宅等入居者に対する家電の貸与（10）

・被災した中小・小規模事業者の再建支援（198）

そ の 他 の 事 情 変 化 △1,719
・防災通信システム整備の計画変更（△1,705）

・介護福祉士修学資金の貸付原資の積み増し（15）　ほか

計 7,505

＜一般会計＞ （単位：百万円）

３

Shizuoka Pref.

項　目 補正額 主な内容

３ 事 業 △16
・人事委員会勧告を踏まえた給与改定

　（県営住宅事業、清水港等港湾整備事業）

・公用車の納期延長に伴う減（物品調達事務等）

＜特別会計＞ （単位：百万円）

項　目 補正額 主な内容

５ 事 業 616
・人事委員会勧告を踏まえた給与改定
　（工業用水道、水道、地域振興整備、がんセンター、流域下水道）

＜企業会計＞ （単位：百万円）



給与改定等
Shizuoka Pref.

４

１　人事委員会勧告等に基づく給与改定

（２）給与勧告の主な内容（12月補正関連）

民間給与の状況を調査し、その較差を解消するための給与改定を実施

民間給与との較差（3.01％）を解消するため、給料表を引上げ改定月例給

ボーナス 民間の支給割合との均衡を考慮し、0.05月分引上げ（4.60月分→4.65月分）

<給与改定の基本的な考え方>
・人事委員会は、県内民間事業所の給与（企業規模100人以上等の県内315事業所）を調査し、民間給与との
　均衡を図ることを基本として勧告を実施
・人事委員会の勧告に基づき給与改定を行うことで、県職員の適正な処遇を確保

教職調整額 教育職員の処遇改善を図るため、教職調整額を引上げ（４％→５％）

２　財政状況を踏まえた給与削減

（１）本県の給与改定（勧告）

・本県の厳しい財政状況を踏まえ、特別職等の職員の給与を削減
　（知事の給料△10％、副知事の給料△７％、管理職手当の区分が３種以上（本庁の課長・
　　出先機関の長等）の職員の管理職手当△５％等）


